
海老名市障害者控除対象者認定要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、海老名市福祉事務所長（以下「所長」という。）が、精神又は 

身体に障害のある年齢 65 歳以上の者のうち所得税法施行令（昭和 40 年政令第 96 

号）第 10 条第１項第７号及び同条第２項第６号並びに地方税法施行令（昭和 25 年 

政令第 245 号）第７条第７号及び第７条の 15 の７第６号に規定する者（以下これら 

を「対象者」という。）として認定することに関し必要な事項を定めるものとす 

る。 

（認定要件） 

第２条 所長が対象者として認定する要件は、別表のとおりとする。 

（認定申請） 

第３条 対象者であることの認定を受けようとする者（以下「申請者」という）は、 

海老名市障害者控除対象者認定申請書（第１号様式）により所長に申請しなけれ 

ばならない。ただし、翌年度以降申請書を省略することにつき、同意を得られた 

場合はこの限りではない。 

（認定証明書の交付） 

第４条 所長は、前条の規定による申請があったとき（同条ただし書きの規定により 

申請を省略するときを含む）はその内容を審査し、対象者に該当すると認めたと 

きは海老名市障害者控除対象者認定証明書（第２号様式）を申請者（同条ただし 

書きの規定により申請する者を含む。以下同様。）に交付し、対象者に該当しな 

いと認めたときは海老名市障害者控除対象者非該当通知書（第３号様式）を申請 

者に通知するものとする。 

（認定の取消し） 

第５条 所長は、対象者としての認定を受けた者が、次の各号のいずれかに該当する 

と認めたときは、その認定を取り消すことができる。 



(１) 虚偽の申請により認定を受けたとき。 

(２) 別表に規定する認定内容に該当しなくなったとき。 

（補則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、所長が別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

＜平成 24 年４月１日・制定＞ 

＜平成 25 年 10 月１日・一部改正＞ 

＜平成 30 年４月１日・一部改正＞ 

＜令和３年４月１日・一部改正＞ 

＜令和４年 10 月１日・一部改正＞ 

＜令和５年 12 月１日・一部改正＞ 

＜令和６年４月１日・一部改正＞ 

＜令和７年 10 月１日・一部改正＞ 







第２号様式（第４条関係）

海老名市指令第介 号

申請者 殿

海老名市福祉事務所長

障害者 ・ 特別障害者

1 知的障害者（重度以外）に準ずる。
□ 障 害 者

2 身体障害者（３級～６級）に準ずる。

1 知的障害者（重度）に準ずる。

□ 特別障害者 2 身体障害者（１級・２級）に準ずる。

3 ねたきり高齢者

（注）　申請者は、対象者の認定内容に変更・消滅が生じた場合、速やかに海老名市
　　　福祉事務所長にその旨を報告しなければならない。

１　この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算
して３箇月以内に、海老名市長に対して審査請求をすることができます。
２　この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌
日から起算して６箇月以内に、海老名市を被告として、横浜地方裁判所に決定の取消しの訴
えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、決定の取消しの訴
えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に
提起することができます。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請
求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるとき
は、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があっ
た日の翌日から起算して１年を経過した後であっても、審査請求をすることや処分の取消し
の訴えを提起することが認められる場合があります。

対 象 者

住　　所 社家三丁目１７番２１号

氏　　名 青木　八重子

生年月日 昭和１５年５月１７日 性　別 女

認定理由

認定基準日 令和７年１２月３１日

（教示）

証明する。

記

申 請 者
住　　所 社家三丁目１７番２１号

氏　　名 青木　剛

条の１５の７第６号に定める として認定したことを

海老名市障害者控除対象者認定証明書

令和　年　　月　　日
青木　剛

　下記の者を、所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第１０条第１項第７号及び同条

第２項第６号並びに地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）第７条第７号及び第７

第　　　　号




